
部局名【企画部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1
駅周辺整備
（芸術文化施
設）

土地区画整理事業の進捗状況を見据え、駅
南の開発、鉄道高架を含め、具体的な行動
計画を作成。

H18.3 西本　勉
藤田幸正 H18.3

平成17年度新居浜駅周辺地区整備
計画基礎調査で行動計画策定のため
の課題を抽出・整理

継続

平成18・19年度で行動計
画を策定。計画策定委託
は、本年６月下旬発注予
定。

2 駅舎のリ
ニューアル 引き続き、ＪＲ四国ほか関係者へ要望。 H18.3 藤田幸正 H18.4

要望に向けたJR四国の情報収集を実
施。4月にJR新居浜駅駅長と面談し、
地域整備の説明。(駅周辺整備室)

継続

駅周辺整備計画策定ま
でにJR四国の意思確認
ができるよう、要望を継
続

3 貨物ヤードの
移転

課題について検討を進めるとともに、引き続
き関係機関へ働きかける。 H18.3 藤田幸正 H18.4

JR四国・JR貨物の情報収集を実施。
4月にJR新居浜駅駅長と面談し、地域
整備の説明。
(駅周辺整備室)

継続

駅周辺整備計画策定ま
でにJR四国・JR貨物の
意思確認ができるよう、
要望を継続

4
近代化産業ロ
マンの息づく
まちづくり

所有者である住友企業各社と話し合いを進
め、密接な連携の下、取り組みを前進させ
る。

H18.3 明智和彦 H18.3

3月に鉱山、化学、林業、共電に平成
17年度の活動を報告し、平成18年度
の事業を説明した。

継続

山田社宅の調査、登録有
形文化財登録、説明板設
置、広報番組制作等で協
議していく。(平成17年度
から実施している説明板
設置は、18年度10箇所
予定)

5 荷内沖の開発
社会経済情勢及び財政状況を勘案しなが
ら、長期的な視点に立ち、引き続き慎重に検
討。

H18.3 藤田幸正 H18.3
港務局による菊本沖埋め立てに関す
る手続きなど、現状把握と情報収集を
図った。

継続 引き続き調査研究を進め
ていく。

6 新市建設計画
の見通し

・別子山活性化推進住宅の整備：平成１８年
度に建設予定地を確定、設計を行い、平成１
９年度に４戸建設。
・別子山小学校校舎改修事業：平成１８年度
にサッシ窓枠の改修を実施。
・「新居浜の文化財」改訂版作成（別子山の
文化財含む。）：平成１８年度に調査、平成１
９年度発行。

H18.3 二ノ宮定 H18年
度～

・活性化推進住宅整備：候補地の検
討
・小学校校舎改修事業：7月工事発注
に向け設計等準備
・「新居浜の文化財」改訂版作成：調
査実施に向けた状況把握と準備

継続

・活性化推進住宅整備：
年度内に建設予定地の
確定(9月下旬迄に)と基
本設計を行う
・小学校校舎改修事業：
夏休み期間中に改修予
定
・平成19年度内に「新居
浜の文化財」改訂版作

7 情報公開・共
有 平成１８年度から庁議の議事録を公表。 H18.3 大條雅久 H18.4 4月から新居浜市ホームページにおい

て公表。 完了 今後とも、継続して議事
録を公表する。

8 補助金の執行
事業の成果・収支報告について、補助金等
交付規則を遵守し、より明確で適正な補助金
の執行に努める。

H18.3 伊藤初美 H18.4
年度当初における予算執行について
の通知により、各課所に周知徹底を
図った。

完了
(継続)

引き続き補助金の適正な
執行に向けた事務の徹
底に努めていく。

議会答弁課題の進捗状況整理表

番号
答弁課題 進捗状況
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9 補助金公募制
度

義務的に支出すべき補助金の根拠について
は、今後、精査。 H18.3 岡崎　溥 H18.8

8/22に補助事業公募審査会を開催
し、義務的補助金に係る協議を実施
した。

完了

協定書などの法的根拠
が認められる場合でも、
見直しの必要ありと審査
会で指摘された補助金に
ついては、引き続き団体
等との見直し協議を継続

10 アセットマネジ
メント

平成１８年度は、実務者レベルの勉強会の
報告を基に、導入に向けたより本格的な庁
内組織を立ち上げ、システム選定の具体的
手法や、資産評価における外部コンサルタン
ト等への委託の是非等について検討。

H18.3 仙波憲一 H19年
度～

庁内組織の立ち上げは未達成。モデ
ルケースとして市営住宅のLCC（ライ
フサイクルコスト）について検討を実
施中。学校耐震等の問題も出てきた
ことから、状況に応じた対応を検討
中。

継続
庁内組織の立ち上げは
（9月）に行う。、外部委託
を含め検討。

11 使用料・手数
料の見直し

平成１８年度のできるだけ早い時期に見直し
案を作成。 H18.3 藤田幸正 H18.4～

Ｈ17年度に取り組んだ内容を整理し、
追加分のデータ収集を行い、見直し
案を作成中｡

継続
5月中にコスト計算、見直
し基準作成、区分けを終
了し、見直し案を作成。

12 住民参加型ミ
ニ市場公募債 発行可能な事業や規模について更に検討。 H18.3 二ノ宮定 総務省主催の説明会に参加し、発行

に際しての留意点などについて研修。 継続
随時、先進地事例等の調
査を実施し、発行の可能
性について検討。

13 市制７０周年
記念事業

今後、市制７０周年記念事業検討委員会で
協議を重ね、記念事業の推進に取り組む。
・太鼓台写真集の発行（山本）
・太鼓台統一寄せ（山本）
・子ども議会（真鍋）
記念事業について市民からの提案を募集す
る。（大石）

H18.6
山本健十郎
大石　豪
真鍋　光

H18.6
～

・庁内の検討委員会を平成18年6月
27日、7月4日、8月17日と3回開催し、
テーマの決定及び提案募集した市制
70周年記念事業の市民・職員提案の
内容について協議・検討し、点数評価
を行った。

継続

庁議において検討委員
会での協議結果について
報告するとともに、記念
事業の実施内容等につ
いて決定する。
補助金事業については、
補助金の公募申請を行
う。

14
岡本太郎氏
｢明日の神話」
の誘致

駅周辺整備計画策定業務の中で。一つの要
素として認識し、必要に応じて事前調査もす
る。

H18.6 岩本和強 今後、再生プロジェクトや広島、長
崎、川崎等の情報収集 継続

（7/8から8/31まで日本テ
レビ本社前で一般公開。
H23までに恒久設置場所
決定。）

15 駅周辺整備計
画策定

H18,H19の２ヵ年で、より実効性のある計画を
作成する。市民参加型とし、成果は年度毎に
公表をする。

H18.6 伊藤優子
藤田統惟

H18.6
～

6/20 (財）日本経済研究所とH18.H19
の２ヵ年の委託契約 継続

H18年度は資料や情報収
集を行うとともに、市民
フォーラムを開催する。

16 民営化 民間委託、民営化について、その管理の在り
方について、引き続き検討する。 H18.6 藤田統惟 集中改革プランに基づき、検討する 継続 Ｈ22年度までに、一定の

検討結果を出す。
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17
近代化産業ロ
マンの息づく
まちづくり

近代化産業遺産を中心とした生きた博物館
都市の形成を目標として取り組む。 H18.6 佐々木文義 H18. 4

～

市政懇談会のテーマに取り上げて市
民とともに別子銅山の意義を再確認
した。登録有形文化財の登録、説明
板設置、ＣＡＴＶでの広報番組制作に
取り組んでいる。山田社宅について
は、文化庁の熊本・主任調査官を招
いて指導を受ける。

継続

山田社宅の調査、登録有
形文化財登録、説明板設
置、広報番組制作等で協
議していく。(平成17年度
から実施している説明板
設置は、18年度10箇所
予定)

18
広告ビジネス
（バナー広告
等の導入）

新たな財源確保策として取り組む｡バナー広
告導入について詳細な検討を行い、導入に
向け作業を進める｡

H18.6 真鍋　光
ホームページのバナー広告導入に際
し、必要となるレイアウト変更や経費
等について継続して検討｡

継続 Ｈ１８年度中に導入時期
を決定する｡

部局名【総務部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1
災害時要援護
者支援プラン
の策定

災害時要援護者支援プランの策定を始め、
関係機関等との災害時応援協定の拡充な
ど、速やかな災害対応が図れるよう努める。

H.18.3 仙波憲一 H18.6
H18.7

災害時要援護者支援プランについて
は現在検討中である。
災害時応援協定は次の３件について
締結した。まず、平成18年6月21日付
けで応急救援活動協力（避難場所、
水道水、トイレ等の提供）に関する協
定をイオン新居浜ショッピングセン
ター及びジャスコ新居浜店と締結し
た。次に、平成18年6月30日付けで自
動販売機内の飲料水の提供等の協
定を四国コカコーラボトリング㈱と締
結した。次に、平成18年7月1日付け
で応急対策業務に関する協定を新居
浜建設業共同組合と締結した。

継続

災害時要援護者支援モ
デルプラン作成は今年度
の目標管理として取り組
んでおり、今年度中に策
定予定。
関係機関との災害時応
援協定については引き続
き拡充に努めたい。

2 職員研修 行政運営の認識を統一するための職員研修
に積極的に取り組んでいきたい。 H18.3 伊藤初美 H18.5

管理職を対象に産業遺産研修を実施
するとともに、全職員を対象に後期戦
略プラン研修を実施した。

完了
（継続）適宜適切に実施する

番号 答弁課題 進捗状況
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3 職員の清掃に
ついて

今後、清掃業務の内容等、更に精査・検討す
る。 H18.3 真木増次郎

　１７年度からは、執務室・会議室など
共用部分以外の清掃回数を隔日と
し、共用部分のワックス掛けの頻度を
少なくする等その他の見直しをおこな
い委託料の削減を図った。議会答弁
直後の１８年度見直しは時間的制約
のため見直せなかった。また、現在で
も年度の途中に、委託内容の変更を
行う事は現実的でない。
　ただし、自分たちの職場は自分たち
で、整理・整頓・清掃は当然するもの
であり、市庁舎総合管理委託業務の
中で、自分たちができる作業を見直
し、清掃業務の内容等をさらに精査し
ている。
　建築物の維持保全、快適職場環境
の確保は、自前でするか、外部委託
するかいずれにしても最小限必要で
あるので、１９年度当初予算編成時ま
でに結論を出す。

継続

　見直しには、人事管理・
労働条件・経費の削減効
果・建築物の維持保全・
快適職場環境の確保そ
の他の課題など総合的
に精査検討する必要が
あるため、なお時間を戴
きたい。
　
その他の課題の例示（掃
除道具の購入費・置き場
の確保・雇用の機会を奪
う事・掃除の水準の判
定）

課題等の整理
　職員ができる範囲は？
掃除の時間帯は？
建築物の痛みの防止
は？
委託費と職員の人件費
の対比は？

＊答弁課題登載後対応

4 「郷桧の端線」
の進捗状況

観音原側の市有地に関連した境界について
は、現在、境界確定に向け作業を実施してい
る。今後も県と協力して事業の推進を図って
いく。（新居浜市にかかる隣接地権者９人と
の境界確定について集中するように指示が
出ている。）

H18.3 仙波　憲一 H18.5

平成17年4月以降、西条地方局との
打合せを月に1度、同7月以降、隣接
地権者との交渉を月1度以上行ってき
た。　議会答弁後、西条地方局と連携
し、積極的に交渉した結果、６名の隣
接地権者との境界がほぼ確定し、残
る３名の隣接地権者とは西条地方局
との連携を密にするなど、早期境界
確定に向けた交渉を継続しています。

継続

　予断を許さないが、今
年度の早い時期に確定さ
せたい。

＊答弁課題登載後の対
応
　境界確定の課題として
残された３名と市の間の
境界については、市の考
えを示し、地権者及び県
に一定の理解は得られ
た。
　残る問題は、地権者３
名の相互の境界問題が
大きく残っている。本年５
月以降、県が主導で地権
者３名の調整にあたって
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5

庁内ランを活
用した、車両
の貸し出しシ
ステム

　新基幹業務システム構築のなかには、庁
内ランによる車両の貸し出しシステムを組み
込むことは、予定していない。
　ただし別途、６月１日稼動開始の「市外出
張用車両の貸し出し状況提供（閲覧）システ
ム」を発展させる。
　庁用自動車管理規定を見直す必要があ
る。
　最重要課題である、車両の安全運行や、開
発経費の問題等、クリアすべき課題がある。

H18.６ 佐々木文義

　質問の本旨が、新基幹業務システ
ムの一部に「車両の貸し出しシステ
ム」ひいては「電子決裁」が出来ない
かという趣旨と推察したが、難解な課
題が多い。

　なお、他に実例がある由なので、調
べる。

継続

　現在考えられる目標と
しては、先に運用をはじ
めた「市外出張用車両の
貸し出し状況（閲覧)シス
テム」をベースに発展さ
せることしかない。

　安全運行の確保とどの
ようにリンクさせるかが、
最大の課題と考えてい
る。
　実施例を調べる。

＊答弁課題登載後の対
応
　｢市外出張用車両の貸
し出し状況提供（閲覧）シ
ステム」は，有効に使用さ
れている。今後さらに「一
般貸し出し車両」及び｢長
期貸し出し車両」の分野
のシステム化を検討中で

6 交通弱者優先
駐車場

　「庁舎内、車椅子マークの駐車場は、交通
弱者（妊産婦・身障者等）が利用できるの
か。」に対し｢障害者・高齢者、妊産婦その他
の方で、日常生活を営むうえで何らかの配慮
を必要とされる方に、優先的に利用いただく
設備と考えている。」さらに｢警備誘導にあた
り、十分認識するよう、再度徹底を図る。」と
した。

H18.６ 佐々木文義 Ｈ18,6

　従来からの考え方「身体の不自由な
方どうぞ。一般の方はご遠慮くださ
い。」
を再確認。
　マナー違反者への呼びかけの継続
「出来れば車を移動して譲っていただ
けませんか。」を再協議。
　６月１６日、警備業務の受託者現場
主任と協議し改めて要請した。

完了

　再確認事項、再協議事
項を継続的に順守する。

＊答弁課題登載後の対
応
　車椅子マークの「国際
シンボルマーク」の意義
は、「身障者が利用でき
る設備」であるが正しい。
ついては従来どおりの方
針で使用していただく。
　看板の更新について見
積もり徴収したところ，３
箇所で６９９，３００円で
あった。今後の予算化に
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7

バイオディ－
ゼル燃料で
走っている公
用車

　平成１５年度に、モデル事業で実施した
が、本格的な導入には至らなかった。
　理由は、燃料の安定供給元がなく、車両の
維持修繕に予想外の手間と経費が必要だっ
たため。
　現在まで、低燃費、低排出ガス車を率先し
て導入することで環境に配慮している。

H18.６ 高橋　一郎 H18.６ 　完結。 完了 　低公害車の普及に努め
る。

8 個人情報の保
護と情報公開

　情報公開や個人情報保護の関係法令と対
比しながら、本年度に、情報公開条例及び個
人情報保護条例の見直しを行ってゆきたい
と考えている。
　今後とも、個人情報保護の安全性に対する
職員の意識改革を徹底するとともに、情報公
開の効率的なシステムの構築を図っていく。

H18.６ 佐々木文義 H18.8

個人情報保護審議会及び情報公開
審査会に対し、今後の本市制度のあ
り方について、各々諮問した。
18.8.2　第1回の個人情報審議会及び
情報公開審査会を開催し、条例改正
について審議した。

継続

平成18年度中に、個人情
報保護審議会及び情報
公開審査会からの答申を
受ける予定である。

9 商品中古軽自
動車の免税

商品中古軽自動車の確認方法､台数把握の
方法、税収への影響等について調査検討
し、総合的に判断したいと考えている｡

H18.６ 佐々木文義
他市の状況について情報収集を行っ
ている。 継続 課税免除について総合

的に判断します。

10

職員の交通違
反及び事故に
対する処分基
準

飲酒運転については、他の違反などとは
違った側面があることから、基準の改正も含
めて検討したい。また、道路交通法改正によ
り、自転車による飲酒運転の罰則も車と同一
の適用になったことから、改めて職員に対し
て周知徹底を図るとともに、処分の基準につ
いても検討したい。

H18.６ 岩本和強 H18.7

Ｈ１８．７．１８に「新居浜市職員の分
限及び懲戒審査委員会」を開催し、職
員の交通違反及び事故に対する処分
基準を改正し、加重の基準を５年以内
から、酒気帯び及び酒酔い運転につ
いては、在職中に改めた。また、自転
車での酒酔い運転についても、Ｈ１
８．７．２６開催の庶務担当会におい
て、自動車と同様の取扱を行う旨の

完了 定期的な周知が必要で
ある。

部局名【福祉部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1
若宮保育園と
若水乳児園の
補修

１８年度早急に、両園の緊急を要する補修を
実施する。 H18.3 西本　勉

若宮
H18.6
若水
未

若宮保育園の修繕工事については６
月完了、若水乳児園の修繕工事は工
事発注依頼済み

継続
若水乳児園の修繕工事
について９月入札、着工
予定

2 父子家庭支援
父子家庭支援策について、愛媛県独自の事
業を中心に、市政だよりへの掲載など、啓発
に努める。

H18.3 伊藤初美 未 １８年８月現在未実施 継続 18年度内の時期を見て、
掲載したい。

3
高齢者虐待早
期発見通報シ
ステム

関係機関との連携を図りながら検討。 H18.3 真木　増次
郎 H18.4

各校区の地域ケアネットワーク推進協
議会に参加して、早期発見・通報をお
願いしている。

継続

地域ケアネットワーク推
進協議会をベースにした
「早期発見・通報体制」を
構築する。

番号 答弁課題 進捗状況
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4

高齢者虐待防
止のための
ネットワークづ
くり

関係機関との連携を図りながらネットワーク
の仕組みづくりを検討。 H18.3 真木　増次

郎 H18.4 ネットワーク構築に向けて、研修や情
報収集を行っている。 継続

地域包括ケア会議の下
部組織のひとつとして、
ネットワークの構築を行
う。

5

支え合いまち
づくりのため
の情報提供・
交換の場づく
り

「地域包括支援ネットワーク」の構築の中で
検討。 H18.3 伊藤　初美 未 18年８月現在未実施 継続

地域包括ケア会議の下
部組織のひとつとして、
地域の社会資源のネット
ワークを構築するととも
に、社会資源マップ・リス
ト作成を行う。

6 子供の育ちへ
の支援

愛媛県食育推進計画を受け、本市推進計画
の策定に向け検討。 H18.6 佐々木文義 　 未

愛媛県食育推進計画策定状況・他市
の状況について情報収集を行ってい
る。

継続

愛媛県食育推進計画に
ついては、平成１８年度
策定予定であるが、まだ
検討段階である。総合
的、効果的な計画となる
よう関連部署との連携を

7

妊産婦に配慮
したバッジと
マークの周知
について

本市の実情と妊産婦の意向を踏まえた上
で、配布に向けて検討。 H18.6 眞鍋　光 　 未

保健センターにおける母子手帳発行
時やパパママ教室においてマタニティ
マーク活用についてのアンケートを実
施中。

継続
アンケートは１０月末まで
とり、その結果を見て、次
年度計画を検討する。

8 国民健康保険被保険者証のカード化 H18.6 佐々木文義
H19.3
送付
予定

平成18年度9月補正予算で必
要経費(印刷製本費､通信運搬
費)要望

継続
平成19年4月からラミ
ネー
ト式によるカード化に向

部局名【市民部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

H18.5

「オフィス｣は７月開設、「ガイドライン」
は６月から検討予定であることから、
各部局、課所の生涯学習推進担当
（７２名）に対して事業説明を行うとと
もに、市民との協働推進について、協
力依頼を行った。

H18.6

６月２０日に､生涯学習推進担当を対
象の研修会を開催（講師：ＮＰＯ法人
高知まちづくり支援ネットワーク　山岡
美和氏）した。

番号 答弁課題 進捗状況

完了 継続実施予定1 伊藤初美

職員の市民と
の協働に関す
る意識(市民
活動推進課）

「新居浜市まちづくり協働オフィス｣の開設、
「協働事業推進のためのガイドライン｣の策
定を通じて、職員の市民との協働意識の高
揚を図り、市民から信頼される職員であるよ

H18.3
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H18.7～

「新居浜市まちづくり協働オフィス」を
７月１日に開設､「協働事業推進のた
めのガイドライン｣は７月４日の生涯学
習推進本部で、今年度中の策定方針
を決定、８月８日に庁内プロジェクト
チーム「生涯学習推進班｣（１４名）を
設置して､ガイドライン案の作成作業
をスタートした。

H18.4～

郷土史談会、連合婦人会、原爆被害
者等の市民活動団体等から発行され
ている体験記録集の調査・収集等を
行った。

H18.8
８月７日から１８日までの間､市役所ロ
ビーで収集した記録集を展示し､閲
覧､貴重な体験談の紹介等を行った。

H18.7 市政だより７月号で､戦中の生活用
品､資料等の募集を行った。

H18.8

８月７日から１８日までの間､図書館に
所蔵している教科書などとともに、市
役所ロビーで防災頭巾や灯火管制用
電球、復刻資料などを展示した。

H18.3
戦争体験、被爆体験を持つ市民に出
前講座の登録を依頼し、２講座を出前
講座メニューに掲載した。

H18.8

８月６日に原爆被害者の会新居浜支
部が行った「原爆パネル展と語り部の
集い｣を後援し､別子山公民館で､被爆
者（市外から２名招聘）による体験談
をしていただいている。

5

在住外国人の
現状とサポー
ト（市民活動
推進課）

「外国人のための日本語教室」の開設、「外
国人のための生活ガイドブック（英語版）」及
びゴミカレンダー（英語版・中国語版）の作成
等をボランティア団体と協力し実施している。
（ガイドブックは１８年度予定）。総合相談窓
口の設置要望もあるため、専門性をもつボラ
ンティア団体とも連携・協力しながら、外国人
にとって住みよいまちづくりを目指す。

H18.3 明智　和彦 H18.4～

平成18年度ゴミカレンダーは韓国語
を新たに追加し、3ヶ国語を作成した。
また、在住外国人の現状や意見・提
言など生の声を聞く場を設けるため、
「在住外国人と市長とのふれあいトー
ク」を６月に実施した。
地域固有のルールや防災情報なども
盛り込んだ「外国人のための『安全・
安心』生活ガイドブック」を本市ボラン
ティア団体により作成している。

完了

　
国際交流基本計画の見
直しと連動し、在住外国
人の支援のあり方につい
て検討していく。

2

戦中の個人の
記録･記憶の
保存（市民活
動推進課）

既に発行されている体験記録集の発行団体
と相談しながら、多くの市民に戦争体験が伝
わるように努める。

H18.3 石川尚志 完了 継続実施予定

戦中の生活用
品、教科書の
保存

短期的であれば市役所ロビーなどで展示す
ることは可能なので、貴重な展示資料があれ
ば多くの市民に見ていただけるように努め
る。

H18.3

活動推進課） 揚を図り、市民から信頼される職員であるよ
うに努める。

石川尚志 完了 継続実施予定

石川尚志 完了 継続実施予定

3

4

平和の大切さ
を啓発する講
演会（市民活
動推進課）

戦争体験、被爆体験を持つ市民に出前講座
の講師として登録していただいたり、生涯学
習大学の講座を開設するなど、平和の大切
さ、いのちの尊さに関する意識の高揚を図
る。

H18.3
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6
窓口請求時の
本人確認の強
化（市民課）

国や他市の動向にも注視しながら見直しに
取り組む。 H18.3 藤原雅彦 H18.4～

本人確認事務取扱要綱の原案を作
成した。実施する場合、原案の本人
確認の範囲、内容等で問題はないか
検討を行なっているところである。

継続

現在、戸籍法の見直しに
ついてはパブリックコメン
トを実施するところまで来
ている。窓口請求時の本
人確認について、近いう
ちに国から具体的な指針
が出される可能性があ
り、それらを見極めなが
ら対応していく。

7

審議会等の情
報公開・共有
の充実（広報
相談課）

審議会・委員会等の公開について、「新居浜
市審議会等の公開に関する要綱」の趣旨を
職員に十分理解してもらい､意識の浸透を
図っていく。

H18.3 大條雅久 H18.3～

審議会等に関する要綱について、電
子掲示板に要綱の他、各課において
実施すべきことをチャート式で掲載し
ている他、要綱を遵守していないこと
が判明した場合、個別に助言を行っ

継続

今後も継続して、庶務担
当会等を活用して通知を
行うなど、職員の意識の
浸透が図っていく。

8 新居浜ｅネット
(広報相談課）

新居浜ｅネットの動画配信に関して､今後､シ
ステムの内容・構成､費用及び体制､実施効
果等について、「コミュニティＦＭ」の導入検討
も含め､地域に密着した災害時の情報提供
手段の確立に向け調査研究を行っていく。

H18.3 藤原雅彦 H18.4～

災害対応の観点では、当面、コミュニ
ティＦＭに重点をおいて検討を進めて
おり、本市財政のの現状を伝えたうえ
で、㈱ハートネットワークと費用・体制
について改めて検討してもらうよう依
頼している。

継続

新居浜ｅネットでの動画
配信についても、必要経
費、システム上の課題な
ど、情報提供手段の多様
化に対応していくための
調査研究を行う。

9
住基カードの
利活用（市民
課）

「ＩＣカード標準システム」（地方自治情報セン
ター）の導入などについても、費用対効果な
どを考慮しながら、調査・研究を行う。

H18.6 佐々木文義 H18.7～

・７／１９松前町のカード利活用状況
を視察。
・８／２３職員提案制度に基づき、住
基カードの多目的利用を提言。

継続

全庁的なカード利活用を
実現するため、標準シス
テム等の調査・研究を実
施する。

10
男女共同参画
と人権（男女
共同参画課）

第四次長期総合計画後期戦略プランにおい
て、審議会・委員会等への委員の女性参画
率を、最終年の平成２２年度に５０％を達成
目標としている。今後は参画率の向上を目指
し、それぞれの審議会・委員会の要綱等の
改正等も視野に入れながら、より一層の女性
の市政参画推進に努める。

H18.6 佐々木文義 H18.6～
女性参画率の向上のため「審議会等
への女性の登用促進要綱」に基づ
き、担当課へ強く協力を求めた。

継続

今後も継続して女性参画
率の向上のため「審議会
等への女性の登用促進
要綱」に基づき、担当課
へ強く協力を求めていく。

11
女性の参画促
進（男女共同
参画課）

（最終年の平成２２年度に５０％を達成目標）
女性参画率の向上のため「審議会等への女
性の登用促進要綱」に基づき、担当課へ強く
協力を求めています。市が自主的に設置し
ている審議会のうち、構成を定めているもの
については、担当課と協議し、可能な限り
「女性が参画できる環境」を整えていく。

H18.6 伊藤優子 H18.6～
女性参画率の向上のため「審議会等
への女性の登用促進要綱」に基づ
き、担当課へ強く協力を求めた。

継続

今後も継続して女性参画
率の向上のため「審議会
等への女性の登用促進
要綱」に基づき、担当課
へ強く協力を求めていく。
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12

ものづくり大学
の生涯学習講
座での取り組
みの可能性
（市民活動推
進課）

今後経済部と連携を取りながら検討してい
く。 H18.6 大石豪 H18.7～

平成18年度の生涯学習大学の講座
内容の企画案を作成中であり、その
中で設定すべく検討している。

継続
平成18年度講座内容で
「ものづくり市民大学講
座」開設予定。

部局名【環境部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1 道路の雨水排
水

東雲地区の雨水排水を国領川へ放流する計
画を進める。 H18.3 明智和彦 H18.3 現在、実施設計中で、地方局と国領

川の河川占用協議中。 継続 １８年度に占用許可を取
得し、下流から整備予定

2 雨水の利活用 他市の事例も参考にしながら調査研究。 H18.3 二ノ宮定 H18.3 県下で雨水貯留施設設置に対する助
成制度を行っている事例を調査する。 継続

各市の事例について、財
源等詳細に調査し、実施
について検討する。

3 沢津垣生海岸 国領川の堆積土砂使用など、愛媛県をはじ
め、関係機関と協議、検討を引き続き行う。 H18.3 藤田幸正 H18.3

漁場改良として取り組むことは可能だ
が、市或いは漁協が事業主体となる。
県が海岸保全として取り組む考えは
現在ない。

継続 海岸保全事業の新規着
手要望を行う。

4
県廃棄物処理
センターの情
報公開

廃棄物処理センターへの廃棄物処理委託
費、搬入量などについて、市のホームページ
で公開したいと考えている。

H18.3 仙波憲一 H18.3
15年度から１7年度の過去３カ年実績
はごみ減量課のホームページに掲載
済み。

完了 １８年度から常時過去３
カ年の実績を掲載する。

5 菊本最終処分
場の延命

９種分別後の雑ごみと大型ごみを中間処理
する設備を整備し、埋立処分量のさらなる減
量化を図る。

H18.3 藤原雅彦 H20～ 現清掃センター内に、雑ごみの選別ラ
インの整備を行い減量化を図る。 継続

１８年度で（中間処理設
備）設計、１９年度で施工
を行う。

6

平成25年度の
リサイクル率、
一人一日あた
り排出量の目
標

平成20年度の中間見直し時期に目標値を設
定 H18.3 藤原雅彦 H20 環境基本計画を平成20年度に見直

す。 継続
その他ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの資源
化、減量施策を検討す
る。

7 ごみ有料化 ごみ減量課にて早い時期に新居浜市廃棄物
減量等推進審議会に諮問する。 H18.3 大條雅久 H18 新居浜市廃棄物減量等推進審議会

に諮問し、現在審議中である。 継続 18年度中に審議会より答
申をもらう予定である。

8 リユース工房
の整備

平成１８年度は、福祉機器に加え､自転車の
リユースに取り組み、リユース工房のあり方
を詰める。

H18.3 大條雅久 H18～
リユースネットワーク支援事業の中
で、NPO法人にて福祉機器、自転車
等のリユースを７月から実施。

継続
リユースを試行する中で
需要・供給を検証し、工
房整備についても検討す

9 バイオマス資
源の活用

国の補助制度等の情報収集を進め､民間の
バイオマス資源の利活用の促進につながる
よう対応。

H18.3 二ノ宮定 H18～
補助制度等の情報を収集し、商工会
議所等を通じて、事業者へバイオマス
資源の利用情報を提供する。

継続 制度情報を随時、商工会
議所等に提供する。

10
ごみ収集カレ
ンダーを見や
すく

企業から公告を取り、月ごとにめくるカレン
ダーを作成することを調査・研究する。 H18.6 真鍋光 H18～ 調査・研究中 継続 未定

番号 答弁課題 進捗状況
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11
地球温暖化防
止対策につい
て

地球温暖化防止（太陽光発電を含む）に有
効な手法を調査・研究する。 H18.6 高橋一郎 H18～ 調査・研究中 継続 未定

12 マイバッグ運
動について

マイバッグを活用するよう普及啓発に努め
る。 H18.6 高橋一郎 H18～ 市政だよりでマイバッグ運動の普及啓

発をする。 継続

市政だより１２月号で環
境特集を１ページ予定し
ているので、その中でマ
イバッグ運動の普及啓発
を実施する。

13 エコ通勤につ
いて

職員が参加しやすい方法を検討し、改善す
る。 H18.6 高橋一郎 H18～

現在、月２回、第２、第４水曜日にエコ
通勤を実施しているが、水曜日に限
定せず、１週間の中で１回、エコ通勤
する方法を検討する。

継続

エコ通勤の現状、問題
点、改善点を検証し、職
員がエコ通勤しやすい方
法を採用する。

14 防災について 国領川の堆積土砂の有効利用策を検討しな
がら、愛媛県に早期撤去をお願いする。 H18.6 高橋一郎 H18

西条地方局に「治水対策協働モデル
事業」の早期着手と、継続実施を要望
した。

継続 本年度は盆明けに着手
予定である。

部局名【経済部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1 定住促進策
定住促進の基本は働く場所の確保であるた
め、地域の産業おこしとして野菜や山菜の採
算の取れるシステムづくりを図る

H18.3 仙波憲一

別子山短期滞在事業の中で有識者
によるブランド創出委員会を組織し、
特産品や食の地域ブランド品の創出
をめざし、今後、地域の活性化に向け
て取り組む予定である。（5月23日第1
回委員会開催）

継続

特産品や食の分野にお
ける別子山ブランドの創
出に伴い、働く場の確保
が期待される。

2 企業立地政策

進出を希望する事業主に情報提供を行うソ
フト的な営業活動にシフト。市内の企業用地
や空き工場の実態調査を進め、所有者の意
向確認や情報提供の内容など、企業用地の
斡旋策を具体的に検討。

H18.3 真木増次郎
藤田幸正

現在、実態調査と併せて要綱検討中
であるが、進出企業等の問い合わせ
に対して同意を得ている用地の照会
を個別に実施している。現時点では、
東部工業団地内で住友化学所有地な
ど6箇所の未利用地把握しており、住
友化学に２件程紹介したが、成立に
至っていない。

継続
今年度の早い時期(7月
末予定)にシステムを構
築する予定である。

3 勤労者支援に
ついて

労働会館の運営について、財団法人労働会
館とともに支援策を検討する。また、労働社
福祉協議会との定期的な情報交換会や労働
関係団体との懇談会を設置し、ニーズに即し
た支援策を検討する。

H18.3 石川尚志 H18.3

5月25日開催の労働会館理事会終了
後、労働会館理事長、連合愛媛新居
浜地協及び労福協役員と協議し、勤
労者支援策、中小企業労働者福祉
サービスセンターを協議検討する懇
談会の設置について了解を得た。

継続

懇談会を早急に設置し、
勤労者支援策、中小企業
労働者福祉サービスセン
ターについて調査検討を
行い、サービスセンター
については、本年度中に
検討結果をまとめる。

番号 答弁課題 進捗状況
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4

中小企業勤労
者福祉サービ
スセンターの
設置

人口４０万人以上の規模が望ましいとされて
るため、広域的な取り組みも視野に入れ、中
小企業勤労者等のニーズ把握など具体的に
調査研究を行う。

H18.3 石川尚志

5月25日開催の労働会館理事会終了
後、労働会館理事長、連合愛媛新居
浜地協及び労福協役員と協議し、勤
労者支援策、中小企業労働者福祉
サービスセンターを協議検討する懇
談会の設置について了解を得た。

継続

懇談会を早急に設置し、
勤労者支援策、中小企業
労働者福祉サービスセン
ターについて調査検討を
行い、サービスセンター
については、本年度中に
検討結果をまとめる。

5 別子山支所の
庁舎建設

平成２０年度からの後期新市計画の中で具
体的な時期、内容を検討する。 H18.3 二ノ宮定 現在、庁舎敷地が県道の拡幅工事に

かかっているため凍結状態。 継続 県の道路拡幅計画が確
定され次第、検討に入る

6
別子山地区の
バス路線開設
事業

平成１８年度から別子橋から住友病院前の
区間を１日２往復４便で定期運行する。
また、定期運行に伴い、車椅子対応のマイク
ロバスを１台購入する予定である。

H18.3 二ノ宮定

平成１８年４月２９日から別子山地域
バスの定期運行を開始した。（１日２
往復４便）車両購入は平成１８年８月
上旬を目標に手続きを進めている。

継続

夏休み（７月下旬～８
月）、紅葉シーズンなどは
季節限定で３往復６便体
制で運行する予定であ

7 筏津山荘改築
事業

平成１８年度に測量設計・基本設計に取り組
み、平成２０年度の完成を目指す。 H18.3 二ノ宮定 H18.5

現在、基本設計等前段作業として基
本構想を策定するにあたり、コンサル
トの業務委託契約を５月中に予定で
あり、スケジュールどおりの取り組み
に努める。

継続

平成１８年度は、市民懇
談会（7月中に第1回懇談
会開催予定）の中で基本
構想を策定し、測量設
計・基本設計等に取り組
み、平成２０年度完成を

8
別子はな街道
トイレ整備事
業

現在着工中で、平成１８年５月末の完成予定
となっている。 H18.3 二ノ宮定 H18.6

現在、建築本体がほぼ立ち上がった
状況で、引き続き設備関係の早期完
成に努める。

継続 6月末完成

9
農政係のホー
ムページにつ
いて

行事等については新着情報として事前にＰＲ
するとともに、結果についても逐次報告する
ようにし、最新の内容となるよう更新する。

H18.3 伊藤初美 H18.3 行事等について最新の情報に更新い
たしました。 完了 現在も随時更新してい

る。

10 地域循環バス
導入

今後、運輸観光課を中心に、生活者に密着
し、来訪者の便利な移動手段として、安心し
て気軽に利用できる公共交通網の構築に向
けて努力。

H18.3 真木増次郎 H18.6

分散した市街地間の連携を支える都
市交通の機能充実と少子高齢化社
会、環境負荷の軽減等に対応した都
市交通戦略を策定するために都市交
通計画策定事業として６月補正計上
した。

継続

都市交通計画策定調査
の業務委託・策定委員会
の設置協議、庁内委員会
の設置協議を行い、今年
度中に交通課題とその分
析をまとめる。

部局名【建設部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し

1 郷桧の端線 観音原側の市有地に関連した境界確定につ
いては、県と協力して事業の推進を図る。 H18.3 仙波憲一 H18.5 早期の境界確定がなされるよう、市管

財課と情報交換を行う。 継続
早期の事業進捗が図れ
るよう、県及び関係機関
との協力体制を堅持して

2 道路の雨水排
水

壬生川新居浜野田線の路面排水対策につ
いて、原因排除の対応を県に要望する。 H18.3 明智和彦 H18.4

特に排水の悪い郷１丁目(ｻﾝﾋﾞｯｸ前）
から神郷小学校の間について、対策
を西条地方局建設部へ要望した。

継続
H18年度より道路排水側
溝等の整備による対策が
逐次実施される予定。

番号 答弁課題 進捗状況
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3

新市計画の見
通しについて
（別子山活性化
推進住宅新築
事業）

１８年度に建設予定地を確保し実施設計を
行い１９年度に活性化推進住宅４戸の建設
を行う。

H18.3 二ノ宮定 H18,H
19 予定どおり事業を実施する。 継続

平成１８年度は９月末ま
でに別子山支所と協議し
て建設予定地を決定し実
施設計を行う。また平成
１９年度は活性化推進住
宅４戸の建設を行う。

4

土地区画整理
事業区域内の
県道整備に係
る県費助成

土地区画整理事業区域内の県道整備につ
いて、県費補助制度がないことから、今後も
愛媛県に対し県道整備に係る県費の助成を
お願いしていく。

H18.3 二ノ宮　定 H18.7
毎年「重要施策の推進に関する要望
書」により、県に要望している。１８年
度も県に要望した。

継続 引き続き要望を行ってい
く。

5
市政運営と安
全安心のまち
づくりについて

木造住宅耐震診断周知方法の検討 H18.3 二ノ宮定 H18.7 市民の目に触れやすい回覧板を利用
して周知を図る。 継続

H18.7募集要項市政だよ
り掲載済
H18.10募集回覧予定

6 貨物ヤード

貨物ヤードの移転については、鉄道の高架、
駅南の面的整備との関連において検討して
きた。今後、ＪＲ貨物、ＪＲ四国、荷主との調
整、地元合意、用地確保、アクセス道路の整
備などの課題について検討を進めるととも
に、引き続き関係機関へ積極的に働きかけ
る。

H18.3 藤田幸正 H17～
H18

H17、H18年度で見直し中の都市計画
マスタープランの中で、鉄道の高架、
駅周辺整備とともに貨物ヤードの移
転について検討する。

継続

ＪＲ松山駅鉄道高架事業
の進捗状況を踏まえ、引
き続き関係機関と協議す
る。

7 アスベスト問
題について

民間建築物についてアスベスト対策未対応
の指導と未回答の実態把握に努める。 H18.3 岡崎溥 H18.6

アスベスト対策未対応及び調査未回
答物件について、定期的に報告の依
頼を行う。

継続 H18.9報告依頼予定

8 角野船木線 １０か年の財政計画の中で、可能な限り工期
を早める。 H18.3 加藤喜三男 H18～

H19

平成２０年度から次期工区に着手で
きるよう平成１９年度までに調査を終
えたい。

継続
効果的な事業進捗を図る
ため、残工区の着手順序
等の検討を進める。

9
市営住宅の修
理・改善・建替
え計画

・住宅用火災警報器設置については、平成１
８年度６１棟１０２１戸を計画しており、残りの
設置については、次年度に実施予定。
・建替え計画については、公営住宅ストック
総合活用計画に基づき考えていく。

H18.3 西本　勉 H18～
H19

・住宅用火災警報器設置について
は、１８年度予定分を設置済。
・建替え計画については、財源確保の
見通しを模索中。

継続

・H18.6から順次設置して
いる。
・建替え計画について
は、公営住宅ストック総
合活用計画に基づき検
討を進める。

10
入居申込手続
き事後審査方
式の導入

応募者の経費負担の軽減を図るのがよいの
か、又は、申請時に聞き取り時間が長くな
り、かつ、申請内容不備により再度の来庁を
求めるなど市民サービスが低下することの是
非について、慎重に検討を続けている。

H18.3 真木増次郎 H18.9

H18年度の応募者から課税資料等閲
覧の同意書を徴し、費用がかかる住
民票、所得証明書及び納税証明書に
ついては、入居できるようになってか
ら提出してもらう方式に改めた。

完了
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11 土地利用計画
の見直し

　優先的に市街化を図る区域、幹線道路の
整備が進捗した区域、産業振興を図るため
の区域を対象に、より合理的で調和のとれた
まちづくりに必要な見直しを行う。
　市街地周辺地区について、用途地域への
指定も含め検討する。
　特定用途制限地域に「準工業」相当を新設
することについて、検討している。

H18.6 村上悦夫 H17～
H18

H17、H18年度で見直し中の都市計画
マスタープランの中で、土地利用計画
について見直しを行うとともに、今年
度基礎調査を行い都市計画変更案の
検討を行う。

継続

都市計画マスタープラン
において検討を行うととも
に、併せて関係機関との
協議を進める。協議の
整った地区については、
早期の都市計画変更に
向けて県との協議を進め
る。

12 幹線道路沿線
有効利活用

幹線道路沿道地区の全ての幹線道路の沿
道幅を５０ｍに設定することについて、土地
利用の現況及び動向を踏まえて検討をして
いる。

H18.6 村上悦夫 H17～
H18

H17、H18年度で見直し中の都市計画
マスタープランの中で、土地利用計画
について見直しを行うとともに、今年
度基礎調査を行い都市計画変更案の
検討を行う。

継続 関係機関との協議を進め
る。

13
インターチェン
ジ関連の土地
利用

インターチェンジ周辺地区について、産業用
地の確保が可能な地域については、特定用
途制限地域に「準工業地域」相当を新設する
ことを併せて検討している。

H18.6 村上悦夫 H17～
H18

H17、H18年度で見直し中の都市計画
マスタープランの中で、土地利用計画
について見直しを行うとともに、今年
度基礎調査を行い都市計画変更案の
検討を行う。

継続 関係機関との協議を進め
る。

14
主要地方道壬
生川新居浜野
田線の改良

国領川緑地整備計画において、景観に配慮
した整備について検討するとともに、トイレの
設置、環境美化への啓発も含め、適切な維
持管理に努める。

H18.6 村上悦夫 H18～
平成１８年度の国領川緑地再生整備
計画において検討する。
適切な維持管理に努める。

継続 関係機関との協議を進
め、施設の整備を図る。

15 用途地域の変
更

　人口集中地区を中心とした市街地周辺地
区について、用途地域の見直しを検討する。
　駅周辺地区の用途地域への変更について
は、駅周辺整備計画と整合を図りながら、鋭
意、取り組む。

H18.6 藤田統惟 H17～
H18

H17、H18年度で見直し中の都市計画
マスタープランの中で、土地利用計画
について見直しを行うとともに、今年
度基礎調査を行い都市計画変更案の
検討を行う。

継続

都市計画マスタープラン
において検討し、関係機
関との協議を進めてい
く。

16 中央公園
噴水やトイレなどの既存施設については、一
部老朽化していることから、利便性、快適性
の向上を図るため、今後改修について検討

H18.6 藤田統惟 H18～
全都市公園の改修計画を策定し、そ
の中で中央公園の改修についても検
討する。

継続 財源の問題も含め、関係
課と協議する。

部局名【教育委員会】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し
番号 答弁課題 進捗状況
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1 学校図書館活
動について

市立図書館等関係機関とも連携しながら、司
書教諭の活用を図ってまいりたいと考えてお
ります。

Ｈ１８．３石川尚志 H18．4
～

愛媛県では９学級以上の学校に司書
教諭を配置(小学校18校中15校、中
学校11校中８校配置)。大生院小学校
に、司書教諭の支援をするための非
常勤講師を１名配属。　　　市立図書
館との情報交換や連携を図り、司書
教諭の活用を図る。

継続

市立図書館と学校図書
館主任（司書教諭含む）
との連絡会や研修会を開
催する。（6月29日に宮西
小学校を会場として、県
立図書館主催のブック
トークの研修会があり、
研修終了後、司書教諭等
と市立図書館との情報交
換会を実施。11月12日に
公立図書館と学校図書
館の連携について研修

2 栄養教諭への
支援・指導

指導案や教材作成等の自主的な研修や教
科・教科外研修会にも栄養教諭の参加を求
め、専門的な資質、指導力の向上を図ってま
いりたいと考えております。

Ｈ１８．３石川尚志 H18．4～

今年度から新居浜市に1名栄養教諭
が配置された。(高津小学校）県教委
による校外研修の他、40時間弱の自
校研修が計画されている。

継続

市学校栄養職員会など
で、他の栄養職員に対し
指導的な役割を果たして
いくよう支援する予定。

3
障害児教育､
特別支援教育
の方向性

各学校において特別支援教育コーディネー
ターを中心に特別支援教育校内委員会や特
別支援教育に関する校内研修会の充実を
図っていくことが大切であり、児童生徒一人
一人のニーズを的確に把握し、個別の支援
計画について検討していかなければならな
いと考えております。また、今治養護学校新
居浜分校との交流や連携を通して、養護学
校が持つ専門性を新居浜市の特別支援教
育に生かしていきたいと考えております。

Ｈ１８．３石川尚志 H18．4～

今年度開校した同分校との交流をす
でに開始している。新居浜市就学指
導委員会委員の委嘱。上部合同学習
会、市特殊学級担任研修会、ふれあ
い運動会、就学指導相談会等に分校
の教職員、児童･生徒が交流してい
る。特別支援学校を特別支援教育の
サポートセンターとして機能させるべ
く、新居浜市教育委員会として働きか
けを継続する。

継続

新居浜市特別支援教育
連絡協議会を10月に開
催し、各学校における個
別の支援計画を策定へ
のフォローアップを図る予
定。

4
小中学校の耐
震診断と増強
計画

校舎の耐震補強計画については、耐震指標
の低い校舎から工事が実施していけるよう本
年度中に作成していきたい。また、北中体育
館の耐震補強については、校舎の耐震補強
計画を策定していく中で、実施時期や建て替
えも含めて検討する。

Ｈ１８．６山岡美美 H18．6
～

今後校舎63棟の耐震２次診断及び耐
震補強工事のため、総合政策・財政
との協議及び財源確保に努めながら
今年度中に耐震補強計画を策定す
る。また、その中で北中体育館耐震
補強工事について検討する。

完了

耐震補強が必要な校舎
及び北中体育館につい
ては、財政的に有利な地
震防災緊急事業５ケ年計
画に登載、申請し、平成
２２年度までに、計画的
に耐震補強工事（診断、
設計を含む）を実施する
ことで協議がまとまり、庁
議で決定された。

部局名【消防本部】

項目 答弁内容（課題） 答弁年月 質問議員 実施年月 対応内容 対応結果 今後の見通し
番号 答弁課題 進捗状況
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1 住宅用火災警
報器の設置

住宅用火災警報器の既存住宅への設置が
平成２３年度から施行となるが、弱者、低所
得者等に対する補助制度の創設について検

Ｈ１８．３藤原雅彦
予防課、防火管理協会などで、法改
正の周知を図っているが、補助制度
については、関係部局と協議して進め

継続
新居浜市補助制度の公
募申請があがれば、関係
各課と協議を予定。

2 ２１世紀の消
防団

平成１３年に消防団活性化委員会が設置さ
れ諸課題を検討改善しているが、今後の消
防団活性化策については、第三者機関によ
る審議も視野に入れ検討する。

Ｈ１８．３藤田幸正

１７年度活性化委員会で事務局案が
認められない結果となったため、今後
は第三者機関による審議を視野に準
備を進める。

継続

消防団の問題は、消防広
域化と密接に関係するた
め、広く意見を求め、情
報の収集に努める。

3 自治会の土の
うづくり

当面は現在の方法を続けながら、土砂の保
管場所を確保するため連合自治会等と協議
して参ります。

Ｈ１８・６山本健十郎

災害用土のうにかかる費用の削減と
自主防災活動の活性化による水害被
害軽減を図るため、庁内合意が整え
ば、連合自治会に土砂置き場の提供
や管理等について協力を求めていく。

継続 市関係課と連携し、連合
自治会と協議を進める。
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